
 

令和８年度 三重県商工会議所連合会 事業計画 基本方針 

 

商工会議所会員の多くを占める中小企業、小規模事業者は、国際情勢や為替・

関税の変動など急激な環境変化への対応、原材料高、人手不足、賃上げや取引価

格の適正化等、喫緊に対応すべき多くの経営課題に直面していますが、これらの

課題にはそれぞれの事業者の個別の取組に加えて、行政・団体との多様な連携、

広域的な連携など、「つながり」を地域の活力として、課題そのものを構造的、

全体的に解決できるよう対策を進めていくことが大切だと考えます。  

さらに、地域経済を支えるそれぞれの事業者にあっては、DX・AI の活用、カ

ーボンニュートラル、事業承継、国際展開など、社会の変化に伴う経営上の様々

な課題にも柔軟に対応していくことが求められています。そのような課題を前

向きな成長機会に転換する取組を進めることが重要であり、「変化をチャンスに」

変えることができるよう、経済団体として様々な支援に取り組んでいく必要が

あると考えます。 

また、中長期的な視点では、高速道路（東海環状自動車道、紀勢自動車道）等

のインフラ整備が進められ、リニア中央新幹線の県内駅の位置も決まりつつあ

る中で、三重県の将来を見据え、継続的な地域の発展を目指して活動することも

重要であると考えます。 

令和 8年は、三重県誕生 150周年を迎える節目の年でもあり、第 63回神宮式

年遷宮に向けた諸行事など、全国から注目されるイベントが続く好機として、こ

のチャンスを生かし、これまで以上に収益力を上げ、競争力を強化して、地域が

将来に向け発展していくための取組を一層進めることが重要になってきます。

そのために、次世代への橋渡し、事業承継などの取組を重視し、三重県経済を未

来につなげ、発展させていくという意識を持ち続けることが大切であると考え

ます。 

このような考え方のもと、令和 8年度も引き続き、県内 12商工会議所が連携

し、『つながりを力に 変化をチャンスに 未来へつなぐ三重経済』を運営方針

として、事業者や関係機関の皆様とともに、地域経済の発展に取り組んでまいり

ます。 



 

活動方針 

 

１．行政、諸団体、大学研究機関等との連携の強化 

 ・県内各商工会議所と国・県等の行政、諸団体、大学研究機関等との連携を進め、経済団

体として提言等を行なうと共に、様々な情報を収集し各会議所に提供するなど、情報の

共有化を図ります。 

 ・各商工会議所の要望等を取りまとめ、行政等への提言・要望活動を行うなど地域経済の

発展に資するための活動を展開します。 

 

２．関係機関との連携・協働の推進 

 ・県内中小企業振興ならびに地方経済・生活環境の創生に向けて、様々な関係機関と連携

した取組を進めます。 

 ・各種団体、組織等が主催するイベント等の催事については、交流人口の増加による地域

の活性化と、三重県をはじめ各市町を売り込むチャンスとして捉え、当該イベントの運

営に協力します。 

 

３．県内商工会議所の連携・協働の推進 

 ・各会議所が実施する事業（観光、地域産品の販路拡大、海外展開など）について会議所

間の連携・協働により事業の相乗効果が発揮されるよう、情報共有と連携の場作りに努

めます。 

・各商工会議所が主催、協賛するイベント等に他の商工会議所も積極的に参加し、成果が

県下一円に拡大されるよう協力します。 

 

４．県連事務局の主体的活動 

 ・県連主催による会議や景況に関する調査、各会議所のニーズに基づく研修や事業などを

計画・実施します。 

 ・各商工会議所が行う調査、研修、会合、催事等について協力・連携して取り組みます。 

 

 

 

 

 



 

事業計画 

 

 三重県商工会議所連合会の活動方針のもと、下記の取組を進めます。 

 

１．行政、諸団体、大学研究機関等との連携の強化 

（１）県、国、政党への要望活動 

  ・要望活動実施に向け、各商工会議所からの課題聴取並びに現地実情把握 

  ・三重県知事、中部地方整備局等への政策・予算等の提言・要望および意見交換 

  ・政党に対しての政策・予算等の提言・要望活動 

① 広域的ビッグプロジェクトの推進 

  ・リニア中央新幹線東京・大阪全線早期開業及び県内停車駅（亀山市）の設置促進 

  ・三重県内高速交通体系におけるミッシングリンクの解消の促進 

・リニア中央新幹線や高速道路等の社会基盤整備を生かす新しい地方経済と生活環境 

の創生 

② 総合交通体系の整備、防災・減災対策の推進 

  ・県内主要鉄道の高度化及び利便性の向上 

  ・県内幹線道路網の整備とネットワーク化の推進 

  ・県内主要港湾、河川、関連施設等の機能充実と防災・減災対策の推進 

③ 会員企業が抱える多様な課題への対応 

  ・中小企業・小規模事業者の経営支援 

  ・事業再構築、事業転換等の推進 

  ・資源、原材料価格高騰、賃上げ、取引価格の適正化等への対応 

  ・DX・AI の活用、GX の推進 

（２）経済成長に向けた産学官連携の推進 

  ・高度人材の育成・確保に向けた産学官の連携推進 

  ・人口減対策、脱炭素社会の実現等、社会全体で取り組むべき課題への対応 

  ・リカレント教育、リスキリング等、学び直しの推進 

 

 

 

 

 



 

２．関係機関との連携・協働の推進 

（１）関係諸会合等への参画及び経済団体としての意見・提言等 

   ・中小企業振興や新しい地方経済、生活環境の創生等に係る関係諸会合の委員として

の参画と関連事業への協力 

① 事業と雇用を守るためのきめ細やかな経営支援 

   （労働問題改善、多様な人材確保、障がい者雇用、外国人労働者、子育て支援等） 

② 事業再構築、事業承継等の支援 

③ DX・AI の活用による生産性向上と働き方改革の推進等への対応支援 

④ 脱炭素社会実現に向けた GX 等への対応支援 

⑤ 防災・減災対策への取組支援 

⑥ 企業の海外展開・国際ビジネスに係る情報発信等の推進 

（２）地域資源を活用した広域的な観光振興と地域づくり・まちづくりの推進 

① 地域資源を活用した広域的な観光振興のための行政等との連携 

② 行政機関、関係団体等が取り組む地域づくり・まちづくりへの協力 

 

３．県内商工会議所との連携・協働の推進 

（１）各商工会議所が実施する事業、祭り（イベント）等との連携・支援 

・各商工会議所が主催･協賛する祭り（イベント）等に関する情報の共有、参加･協力等

の支援 

・キャリア教育、インターンシップ等の推進 

・就職説明会等の商工会議所事業への支援 

（２）各商工会議所の連携・調整 

・各商工会議所が取り組む観光、販路拡大、海外展開などに関する他の商工会議所間の

連携支援 

 

４．県連事務局の主体的活動 

  ①県連総会、会頭会議、専務理事会議など諸会合の開催 

②経済課題に関する視察・研修、会議所ニーズに基づく職員研修などの企画・実施 

  ③各商工会議所と連携した景況調査等の調査や関連の政策研究 

・景況調査を中心とした三重県内商工業実態の把握調査と調査内容の発信 

・諸会合への参画、提言に係る情報収集等関連の調査 

・国・県等が進める政策の実態を情報収集するための調査、研究 


